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内
訳

在宅で寝たきりや認知症の高齢者を介護している家族に支援金を給付し、その在宅介護に係る経済的負担の軽減を図
り、在宅介護の支援を行う。

引き続き適正な事業の実施に努める。
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健康長寿部いきいき高齢課

事業： 在宅老人介護支援金給付事業 0116
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在宅介護者の経済的負担の軽減を図ることができたと考える。
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事業を適正に実施することができ、細事
業の目的が達成できたが、要介護高齢
者の実態把握の方法に検討が残る。
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介護度や所得の要件に該当する介護者に在宅介護支援金を給付し、その在宅介護に係る経済的負担の軽減を図る。
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在宅で寝たきりや認知症の高齢者を介護している家族等に支援金を給付することにより、その在宅介護に係る経済的
負担の軽減を図り、在宅介護の支援を行う。
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３ヶ月以上本市住民票に登録されておりかつ在宅で生活する要介護４または５と認
定される要介護老人の介護を行っている家族等で、要介護老人及び介護者の属す
る世帯の世帯員全員の市民税が非課税である人

引き続き適正な事業の実施に努める。
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事業：在宅老人介護支援金給付事業                                

１．在宅老人介護支援金給付事業 

在宅で寝たきり等の高齢者を介護している人に、その介護に係る経済的負担の軽減を図るため、在宅老人介護支

援金を月額 10,000円給付した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

細事業：在宅老人介護支援金給付事業                             

１．在宅老人介護支援金給付事業 

以下の対象者について、その介護にかかる経済的負担の軽減を図るため、在宅老人介護支援金を月額 10,000円給

付した。 

 

【対象者】 

要介護 4または要介護 5と認定される 65歳以上の高齢者（以下「要介護高齢者」とする。）の介護を在宅で行っ

ている家族（以下「介護者」とする。）で、かつその状態が 3ヶ月以上継続していること。 

ただし、所得要件として、要介護高齢者と介護者、家族の方など同居されている方全員が市民税非課税であるこ

と。 

 

延べ給付者数    204 人       合計給付額   2,040,000円 

 

 

 


